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研究成果の概要（和文）：南海トラフ地震では，東北地方太平洋沖地震より多くの避難者が，広範囲の都道府県
で出ることが想定されており，現在の備蓄量では，3日以内に災害支援物資が不足すると考えられる．既存の備
蓄スペースを最大限利用し，未使用のまま廃棄される物資の量を減らしながら，南海トラフ地震の際に物資が不
足しない効率的な物資の運用システムを構築する．本研究は自治体で災害支援物資の維持管理や防災計画を作成
する担当の方に現状の災害支援物資の備蓄方法についてアンケートをした．構築したシェアリングシステムを用
いて，広域連携した全国規模での災害支援物資シェアリングシステムの構築し、3つのシナリオの分析を行っ
た。　

研究成果の概要（英文）：The Nankai Megathrust Earthquake is expected having a large impact to wide 
area of Japan. The Japanese government has guaranteed providing an adequate amount of relief goods 
for the victims for three days after the disaster. However, due to the fact that the scale of this 
earthquake is very large, it is possible that the relief goods prepared by the government might not 
be adequate to supply to the large number of victims. There is a need to improve the current storage
 policy in order to reduce the risk of shortage. This research aims to develop a system for sharing 
the relief goods among the local governments overall the country so that the possible risks to the 
victims of the Nankai Megathrust Earthquake can be reduced. Three scenarios of the sharing system of
 relief goods among the local governments are examined.

研究分野： 防災計画

キーワード： 防災物流　救援物資　広域連携　不足リスク
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景  
近年，我が国の災害に対する国民の関心

は過去にないほど高まり，行政は防災のため
全国各地で緊急の工事を行なうなど，災害対
策が進められている．しかし, 南海トラフ地
震では，東北地方太平洋沖地震より多くの避
難者が，広範囲の都道府県で出ることが想定
されており，現在の備蓄量では，3 日以内に
災害支援物資が不足すると考えられる．さら
に，都市や観光地では，夜間と昼間や季節に
より災害支援物資を必要とする人数が変化
するため，災害が起こる時期によって必要な
備蓄量が大きく変わるので、それらを考慮し
て備蓄する必要がある．このように，発生頻
度が低く，必要な備蓄量が時期により大きく
異なる大規模災害に対して，十分な災害支援
物資（以下 物資）を各県で備蓄し続ける事
は財源面や維持管理の面から見ても困難で
あり，都道府県の人口に対して過剰すぎる備
蓄は，財政を圧迫する可能性がある問題であ
る．南海トラフ地震のような大規模災害では，
多くの避難者が出て，必要になる物資の量は
膨大な数になることも予測できる．また，多
くの物資を備蓄するスペースは既存の備蓄
スペースでは不十分であり,新たに備蓄スペ
ースを設ける必要があり，費用が必要以上に
掛かることも問題であると考えられる． 
 
２．研究の目的  

本研究では，先に示した問題を解決する
ため，既存の備蓄スペースを最大限利用し，
未使用のまま廃棄される物資の量を減らし
ながら，南海トラフ地震の際に物資が不足し
ない効率的な物資の運用システムを構築す
る．ここでは，物資の輸送が可能な距離にあ
る都道府県間で連携して物資を融通するこ
とに加え，物資の不足が起きないように災害
支援物資の購入を行い、物資の量をコントロ
ールするシステムを構築する．これにより備
蓄スペースや財源に制約のある災害支援物
資を,国内で最大限活用し，より少ないコスト
で災害時に物資が不足するリスクを減らす
ことができる． 
 
３．研究の方法 

本研究のシェアリングシステムを構築
するにあたり，現在の災害支援物資の備蓄方
法や買い替え方法，相互応援協定の締結基準
を調査し把握することで，現在の備蓄方法や
買い替え方法を踏まえたシステムが構築で
きると考えた. そしてシェアリングシステム
など新たな被災地支援のシステムによって，
期待できる効果や,被災した都道府県に物資
を融通できる上限量を調査のうえ，被災した
際に都道府県が実現可能で求めるシェアリ
ングシステムを構築するため調査を行った． 

また,災害時に被災した地域の避難者へ,
効率的に国内にある備蓄物資を用いて被災
地を支援するための,全国規模での物資融通
のシステムが提案される．南海トラフ地震な

どの大規模で発生頻度が極めて少ない災害
が起きた場合でも，物資が 3 日間一度も不足
せず支援することが可能になる. また，物資
を融通することで備蓄量を少なく抑えるこ
ともできると考える．想定される大規模災害
の被害や避難者数をもとに，前もって物資の
不足量を予測し，被災地域の物資の備蓄量を
増加させ，各都道府県間で備蓄されている物
資を,被災地域へ非被災地域から融通すると
ともに，都道府県の組み合わせや運搬経路な
どを計画することで，災害時に計画通り被災
地内の備蓄量をコントロールすることがで
き，物資が 3 日の間に不足せず，輸送が可能
な範囲にある非被災地域の物資が効率よく
最大限活用される.  
 
3.1 各都道府県の救援物資の備蓄状況 

現在の災害支援物資の備蓄方法や買い
替え方法，相互応援協定の締結基準を調査し
把握することで，現在の備蓄方法や買い替え
方法を踏まえたシステムが構築できると考
えた．さらに，シェアリングシステムの構築
にあたり必要な現在の災害支援物資の備蓄
量の詳細の把握も行った．アンケートの調査
対象は，全 47 都道府県の危機管理課などの
災害支援物資や防災計画の担当者であり，
2015 年 10 月から 11 月の 1 ヶ月の期間に電
話で了解を取り，メールにてアンケートを配
布し回収を行った. アンケートは，3 つの項
目からなっている．項目 1 では，現在の防災
計画において災害時相互応援協定を締結し
ている都道府県や協定の数，基準について，
また項目 2 では，現在の災害支援物資の備蓄
の方法，買い替えなどの管理方法についてそ
して項目 3 では，シェアリングシステムにつ
いて，担当者の意見や期待項目等を調査した．
物資の備蓄方法は，回答があったほとんどの
都道府県で，備蓄倉庫に集中して備蓄する場
合や,各避難所に分散して備蓄する場合とが
市町村によって異なっており，都道府県が把
握したり, 都道府県内で統一はしていないよ
うであった．また買い替えも同様に把握して
いなかった．使用期限に合わせて分割購入し
随時物資の入れ替えを行う都道府県が多か
った．備蓄量の基準に関しては，空白も多く
回答あったが，備蓄量の基準は現在想定され
る避難者数の 1 日分（3 食）が一番多く，次
に避難者数の 3 日分（9 食）であった． 

 
 
 
 

 
 
 

図 1 災害支援物資の備蓄基準.  
 

3.2 救援物資のシェアリングシステム 
 現在，想定されている南海トラフ地震の

ような巨大地震では，被災する各都道府県と



市町村が備蓄している物資のみで，その都道
府県内の全避難者に 3日間の物資を供給でき
ない．既存の災害時相互支援協定は地域毎に
締結されておりその地域の大半の都道府県
が被災してしまうと，協定を締結していても
避難者を支援することが困難な都道府県が
複数出てしまうと推測できる．そのため，各
都道府県や市町村では避難者が食料などの
物資が受け取れないということが起こらな
いよう,各都道府県内や地域内で物資の備蓄
を，想定される避難者の 3日分供給できるよ
うに支援物資を追加備蓄する必要がある． 

災害支援物資の備蓄は，物資を一度購入
すればよいわけではなく，5 年程度の賞味期
限や使用期限が過ぎれば廃棄し，そして廃棄
分を追加購入することを繰り返すものであ
るうえ，備蓄施設の維持管理などの費用も掛
かる． 

現在，賞味期限や使用期限が近づいた物
資を再利用するシステムがなく，多くは廃棄
されている.物資は財政面以外から見ても効
率的に運用される必要がある． 

本研究のシェアリングシステムにより，
南海トラフ地震などの大規模で発生頻度が
極めて少ない災害が起きた場合でも，物資が
3 日間一度も不足せず支援することが可能に
なる. また，物資を融通することで備蓄量を
少なく抑えることもできると考える．想定さ
れる大規模災害の被害や避難者数をもとに，
前もって物資の不足量を予測し，被災地域の
物資の備蓄量を増加させ，各都道府県間で備
蓄されている物資を,被災地域へ非被災地域
から融通するとともに，都道府県の組み合わ
せや運搬経路などを計画することで，災害時
に計画通り被災地内の備蓄量をコントロー
ルすることができ，物資が 3 日の間に不足せ
ず，輸送が可能な範囲にある非被災地域の物
資が効率よく最大限活用される． 

本研究では，地震が起きた当日を 1 日目
とし，地震直後であるために被災状況が確定
せず，物資を輸送するトラックや職員の手配
に時間が要する．そのため，1 日目に物資を
融通するのは困難であると考えられる．よっ
て，被災地域に物資シェアリングシステムモ
デルが機能し融通物資が到着するのは 2日目
以降とし，1 日目の分は、少なくとも被災す
る都道府県で備蓄するものとする． 

災害支援物資のシェアリングは，1日目の
間に,被災の程度が小さい都道府県の庁舎周
辺に各避難所から融通される物資が収集さ
れているとする．2 日目以降は，積み込みを
行い被災地の庁舎周辺に運搬し荷卸ろしを
行い，そこから被災地の各避難所そして避難
者に物資が供給することができるとする． 

物資の融通は，各都道府県で想定される
被災の程度によってランク付けされ，一番被
災の程度が大きく物資を必要とする都道府
県に，被災の程度が小さく,物資を融通でき
るとランク付けされた都道府県からのみ行
うものとする．物資は食料を対象とし，一日

3 食を 3 日分で計 9 食用意する．3 日間は食
料の不足が起きてはならないものとしてシ
ステムを構築する．物資の融通は，一番被災
の程度が大きく,災害支援物資を必要とする
とランク付けられた都道府県に，物資を融通
できる程度の被災であるとランク付けされ
た都道府県からのみ行うとし,5 段階のラン
クに分ける． 

被災ランクは,Aから Eの 5段階で,Aが一
番深刻な被災で，E はほとんど被災していな
いものとする．また，物資を融通できるとラ
ンク付けされた都道府県の融通物資の量も,
ランクによって決められる．被災の程度には，
人的被害の件数や,建物被害の件数など様々
な被害の件数で計ることができるが，本研究
では，物資のシェアリングを考えており，避
難者の数や使用されないで備蓄されている
物資の量が直接的に影響するため，避難者数
と災害が起きてから 3 日の間,使用されずに
備蓄されている量よって被災のランク付け
を行うものとする. ランク E は，被災の程
度が一番小さく，被災者が一人もいない状態
であり，物資は全く使用されずにすべて残っ
ており物資を十分融通できる状態とする．ラ
ンク D は，避難者が避難所で生活しており，
物資は一部使用されている状態であるが，災
害が起きてから 3日間避難者に物資を提供し
ても，物資の使用量は備蓄量の 20％未満であ
り，一部の物資を融通したとしても 4日目以
降の避難者に対しても物資の量が十分であ
るとする．ランク C は，避難者が避難所で生
活しており，災害が起きてから 3 日の間,避
難者に提供される物資の量は，備蓄量の 50％
未満であり，物資を一部融通できるが，融通
してしまうと 4日目以降避難者に物資が十分
供給できない可能性が出るとする．ランク B
は，災害が起きてから 3日間避難者に提供さ
れる物資の量は，備蓄量を上まわらないもの
あり，3 日の間であれば，物資は自らの都道
府県内のみで賄える状況である．しかし，避
難者の数によっては，4 日目以降急激に物資
の量が不足する可能性はあるとする．ランク
A は，被災の程度が一番大きいものであり，
災害が起きてから 3日間避難者に提供する必
要がある物資の量が，備蓄量を上まわり，都
道府県内で賄えない状態である． 

災害支援物資の融通量は，南海トラフ地
震によってほかの地震が誘発され新たな災
害が起こることも考えられ，その際被災の程
度が軽く，融通を行ったがために物資の量が
不足するようなことがあってはならない.一
定量の物資を備蓄しておくことは必要であ
る．そのため，本研究では, 融通後の災害に
対応できるように，被災ランクごとに融通す
る量と，融通後に残る物資の量を決定する． 

ランク E の都道府県の融通量は，その都
道府県が備蓄している物資の 70％とする．被
災の程度が一番軽く，被災者が都道府県を通
して一人もいない状態であり，災害支援物資
は全く使用されずにすべて残っており，70％



の融通を行っても災害前の備蓄量の 30％は
残る．一般的に，物資は賞味期限が 5年のも
のであれば,5 年で全てが新しいものになる
ように 20％ずつ 5 年をかけ入れ替えを行う．
つまり，融通を行いランク E の都道府県で備
蓄量が 30％になっても，1年の間に 20％新し
い物資の購入を行う事ができ，1 年で災害前
の 50％の備蓄量になる．毎年 20％の物資の
購入を続ければ,4 年で元の備蓄量に戻る． 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 被災ランク決定の基準  

 
ランク D の都道府県の融通量は，ランク D

の都道府県で避難者のために使用されずに
備蓄されている災害支援物資の 60％とする．
被災ランク Dの都道府県は 3日間で最大で備
蓄量の 20％の災害支援物資を使用するため，
その間使用されず備蓄されるのは,災害前の
備蓄量の 80％であり，その 60％にあたる 48%
の物資が融通できる．その結果災害前の 32％
の物資が備蓄された状態になる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 融通可能災害支援物資量の基準  

 
ランク E と同様に 1 年の間に 20％新しい

物資の購入を行うと，災害前の 52％の備蓄量
になり 4 年かければ元の備蓄量に戻る． 

仮に，災害後は予算を増やし，毎年 30％
の物資が購入できるように増やす事ができ
れば，2年で災害前の 90％になりほぼ元の備
蓄量に回復し，次の災害に備えることができ
るため少なくとも融通を行う都道府県はす
べての備蓄の融通を行わず，30％を基準に備
蓄を残しておくことが，大規模災害が起きた
後の災害を見据えた災害支援物資の運用上
大切であると思われる． 

４．研究成果  
アンケートにより, シェアリングシステ

ムに関する項目では，シェアリングシステム
導入で，物資の不足するリスクを減らせる，
備蓄のコストを抑えられる，物資の輸送をス
ムーズに行えるなどの 3つの効果が期待でき
ると考えており，その効果の優先順位は，備
蓄コストを抑えることであり，次いで物資が
不足するリスクを減らすことであった．  
 
 
 
 
 
 
 
図 4 シェアリングシステム導入によって一番優先

される効果 

 
4.1 シェアリングシナリオ 
    シェアリングの基本モデル式を用いて，
広域連携した全国規模での災害支援物資シ
ェアリングシステムの構築を目指している．
南海トラフ地震のような大規模災害では，全
国規模の融通のみでは,全避難者が 3 日間避
難所生活をできる量の物資を賄うことが困
難であり，物資を追加して備蓄する事が必要
になると推測される．そこで，物資の融通と
同時に,物資の追加購入の方法と物資のあり
方について複数のシナリオを比較し検討す
る．本研究では，4つのシナリオを検討する． 

シナリオ 0 は，各都道府県がそれぞれ物
資を追加して備蓄する．現在の地域防災計画
では，3日の間は,被災した都道府県と市町村
の備蓄物資と個人の備蓄物資で生活できる
と想定されており，3 日の間に災害時相互応
援協定で物資を提供してもらう計画はなく，
実際に被災すると,既存の計画ではシナリオ
0 が用いられる． 

シナリオ 1 は，災害支援物資を供給する
被災ランク E,D（被災の程度が小さく物資を
融通できる）の都道府県は，災害支援物資を
供給し，被災ランク A（被災の程度が大きく，
物資が不足する）の都道府県は物資の供給を
受けても物資が不足する可能性があり,不足
する場合は備蓄量を増やす方法である．被災
ランク A の都道府県が備蓄している物資
と,3 日の間に融通を受け避難者に物資を提
供する．融通してもらっても物資が不足する
量に関して，被災ランク Aで物資が不足して
いる都道府県が前もって物資を備蓄する． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 シナリオ１ 



シナリオ 2 は，全都道府県の災害支援物
資の備蓄量を平等にし，災害支援物資を供給
する被災ランクが E,D である都道府県は，災
害支援物資を供給し，被災ランクが A（被災
の程度が大きく，物資が不足する）であり，
災害支援物資の供給を受けても災害支援物
資が不足する量を自ら備蓄量を増やし備蓄
する方法である．現在，災害支援物資の備蓄
量が都道府県の人口に対して平均で約 17％
ある一方で，備蓄量が 10％満たない都道府県
が複数存在している．災害支援物資のシェア
リングを行うには，各都道府県が備蓄する災
害支援物資の量と負担はある程度公平性が
ないといけないと考えられる．そのため，災
害支援物資の備蓄量が平均以下である都道
府県は 17％の備蓄を義務化し増加させた上
で，災害支援物資を供給する被災ランクが
E,D である都道府県は，災害支援物資を供給
し被災ランクが Aであり，災害支援物資の供
給を受けても災害支援物資が不足する量を
自ら前もって備蓄する方法である． 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 6 シナリオ 2 

 
シナリオ 3 は，地域利用災害支援物資と

いう架空の備蓄制度を導入する．これは，災
害時に地域ブロックに属している都道府県
であれば自由に全備蓄量を輸送して利用で
きる．地域共用災害支援物資は，災害時には
比較的被災が少なく，既存の備蓄スペースに
余裕がある都道府県に優先的に物資の備蓄
を依頼し,追加で備蓄してもらう．管理は地
域ブロックであり,被災の程度がすくないた
め,物資が使用できなくなるリスクも減り,
安全に備蓄できる.本研究では，ランクが C
以上(避難者は出るが,必要になる物資の量
が,備蓄量の半分以下である)で，都道府県人
口に対して物資の備蓄量が 17％未満である
都道府県に地域利用災害支援物資を追加で
備蓄し，ランク A（被災の程度が大きく，物
資が不足する）の都道府県が全備蓄量を利用
できると決める．他とモデルと同様に，ラン
クが E,D である都道府県が融通を行う.その
ため，ランク A の都道府県は,ランク C の都
道府県から地域共用災害支援物資を供給し
てもらい，ランクが E,D である都道府県が災
害支援物資の融通と地域共用災害支援物資

の供給をしてもらい，不足する量に関して，
ランク Aの都道府県が不足する量を自ら前も
って追加で備蓄する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 シナリオ 3 

 
4.2 シェアリングシナリオの比較 
    総合コストを比較すると，シナリオ 1が
一番少なく，シナリオ 3 が次に少なくなる．
シナリオ 1 とシナリオ 3 の差は 6600 万円で
ある．シナリオ 1 とシナリオ 3 がシナリオ 0
やシナリオ 2と比較してもコストが少なく物
資を有効に利用できるシェアリングのシス
テムである．詳細を比較すると，シナリオ 1
は，必要となる物資の量がシナリオ 3より少
なく，購入費用は抑えられているが，新しく
設ける災害支援物資の倉庫を維持管理する
費用がシナリオ 3 の 1.8 倍かかっている.シ
ナリオ 3 は 2日間通して，輸送コストがどの
シナリオと比較しても多くかかっており，ど
のシナリオよりも輸送というものに依存し
ている．それぞれ輸送コストと備蓄の維持管
理コストが比較して高いため，シナリオ 1と
シナリオ 3について，必要になる物資の備蓄
量や新設倉庫数，物資の輸送を詳しく比較す
る必要がある 

 
表 1 シナリオ別コスト（単位：円） 

 
 
 

 
シナリオ別に構築したシェアリングシス

テムについて分析を行った結果，それぞれシ
ナリオによって期待できる効果が異なって
おり，シェアリングシステムを実際に計画す
るにあたって以下の結論が見出された．  
① 災害支援物資の量は都道府県によって

異なっており，備蓄量を人口によって基準を
決め，備蓄量引き上げを課すことで,災害時
に物資が不足する都道府県の数を減らすこ
とができた． 
② 大規模な災害であっても，既存の地域

ブロックでの災害時相互応援協定で災害支

2日目 3日目 物資 倉庫
シナリオ0 0 0 2,037,768 177,298 2,215,066
シナリオ1 196 667 443,953 35,234 480,049
シナリオ2 255 666 687,487 28,233 716,639
シナリオ3 322 708 466,182 19,424 486,634

融通コスト　 物資追加コスト
総合コスト



援物資の供給は可能であるが，供給できる災
害支援物資は多くても 1 日分であり，3 日以
内に地域ブロック外から物資の供給を受け
る必要がある． 
③ シナリオ 1 のように，災害時に災害支

援物資の不足が想定される都道府県が，物資
が不足しないように対策し，事前に追加して
おくことが,災害時にトラックの台数や燃料
に限りがあり，不足するリスクがあることを
考慮すると，総合コストも抑えることができ
ており，効果的なシステムであるといえる． 
④ シナリオ 1 のように，災害時に災害支

援物資の不足が想定される都道府県が，物資
が不足しないよう事前に追加する量は,避難
者数が多くなる分増加し，備蓄物資の量が全
国の備蓄量からみて非常に多くなり,維持管
理などの負担が被災の大きい地域に偏った． 
⑤ シナリオ 2 のように，全都道府県で備

蓄量引き上げを課すと，都道府県の備蓄量が
増え，被災の程度が大きい都道府県の維持管
理の負担を減らせるが，被災の程度が物資を
融通できるほど持ってはいないが不足もし
ない都道府県も,備蓄量を増やしているため，
他のシナリオと比べ必要以上に備蓄をして
しまった． 
⑥ シナリオ 3 のように，被災の程度が小

さく,災害支援物資の備蓄量が少ない都道府
県にどの都道府県でも全ての量使用できる
物資を備蓄する事で，被災が大きい地域が災
害時に必要な物資の備蓄量が減らせ，負担が
分散できた． 
⑦ シナリオ 3 のように，被災の程度が小

さく,災害支援物資の備蓄量が少ない都道府
県は被災の程度が大きい太平洋側の都道府
県から遠いため，輸送時間と燃料が余分にか
かった. 
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